
       

農業経営安定対策としての
収入保険導入の課題

　

　

　

１ 農業経営のリスク・マネジメントの方法としては農業経営の複合化等の方法がある

が，近年では共済，保険など外部に依存してリスクを回避するようになってきている。農

業経営が発展するとともにリスク・マネジメントが重要になり，予測し難い収入変動に対

処するため収入保険が必要になっている。農業保険の対象には自然災害と市場リスクがあ

るが，農業共済制度ではこれまで市場リスクを対象にしてこなかった。

２．果樹部門の共済事業は，樹体災害に対する共済が必要なこと，生産地域が偏っているこ

と，収量変動・品質変動の“人災的側面”があることなど稲作等にはない困難性がある。

愛媛県では，現在の農業共済の欠陥を補いみかん作経営を安定させるため県単独で「みか

ん所得共済」の仕組みを作った。これまで国は共済事業に収入共済はなじまないというこ

とを言いつづけてきたが，現在は収入共済（収入保険）の導入を検討している。

３ カナダでは1958年の農業保険法から収入保険が導入されており，現在ではNISAにより

農業経営の安定化を図っている。NISAは収入が基準収入を上回った時に農家が積み立て

を行い，収入が落ち込んだ時に引き出すことができるという制度であるが，政府が積み立

てや金利の上乗せをしてくれるため，カナダの農家に大変評判のいい制度である。このほ

ど成立した米国の2002年農業法によると，農産物価格は市場決定にゆだねる一方，以前よ

りも高い支払い単価で直接固定支払いと価格支持融資制度を継続し，新たに価格変動対応

型支払いを設けた。農業経営のセーフティ・ネットは一層充実した。

４．近年，一連の農政改革の中で作物別の経営安定化政策が出てきているが，価格は低下傾

向にあり，価格低落時の収入補てんが必要不可欠である。農業災害補償制度は収入を補償

する制度を取り込む必要があるが，互助共済の保険方法ではなく，基金積み立て型の方が

合理性を有する。経営革新を追求する経営者行動が期待されるのならば，収入保険は平地

農業地域の中核政策に位置づけられなければならない。

．

．

〔要　　　旨〕
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　農林水産省は，価格変動が農業経営に与

える影響を緩和する対策として「農業経営

所得安定対策」を検討している。結論はま

だ先であるが，どうやら認定農業者らの“育

成すべき経営”を対象にして，「保険方式」

で収入減少を補てんする施策を導入する方

向で固まってきた。他方，平成12年度に改

正したばかりの農業共済制度も同時平行的

に制度見直しの作業にかかっている。農業

経営のリスク対策は農業共済事業が家元

で，最近は価格変動による災害補償も事業

に取り込む努力をしてきた。所得安定対策

との役割分担の整理等も検討課題になろう

が， 発足後，価格政策から手を引いた

ことで，とりわけ価格変動による農家の収

入変動の緩和が政策俎上に上がってきた。

そこで，問題になっている所得安定対策

を，細部の問題は捨象するとして，その具

体策を収入保険として取り上げ，意義と導

入課題について検討する。

　

　（1）　農業経営管理としてのリスク・
　　　　マネージメント，政策としての
　　　　セーフティ・ネット

　もともと穀作を中心とする畑作農業であ

り，消費地から隔たっていること，そして

市場での競争的価格形成を建前としてきた

アメリカでは，収量変動，品質変動，価格

変動がもたらす収益変動リスクにどのよう

に対処するかは開拓時代から最重要な経営

課題であった。ただ，旱魃や病害虫被害に

よる収量や品質の変動は灌漑施設整備，技

術進歩，情報・普及システムの整備等でか

なり緩和してきた。しかし，ますます国際

市場に連動している市場価格の変動は大き

な経営リスク要因であり，市場リスクの緩

和はリスク・マネージメントの中心課題に

位置づけられている。かつて . .

は農業経営のリスクを緩和するのが農業政

策の主目的であると主張したが，アメリカ

の農業政策は，最近の基幹政策である直接

支払いにしろ，それまでの市場政策にし

ろ，価格リスクを緩和するセーフティ・

ネット対策であった。先物市場でのリス

ク・ヘッジもリスク・マネージメントであ

る。
（注1）

　さて，一般に，リスク・マネージメント

として直ちに想定されるのが保険である
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が，いわゆる複合経営などは基本的なリス

ク・マネージメントである。日本の水利慣

行とセットになった手間替え，共同防除，

共同機械利用等は内部強制的な側面を有す

るが，反面，共同体的・相互扶助的でもあ

る。そのようなわが国農村の伝統的ガバナ

ンスは，経営リスクを運命共同体的に分か

ちあうという意味でリスク・プーリング機

構でもある。

　たとえば，労働力が足りず，作業が遅れ

ている農家への手間替え等は個別農家のリ

スクを緩和する農民の知恵であった。地域

内で類似性の高い日本の農村は，営農技術

や作業慣行において，リスクに対する「内

部保険」（ － ）の仕組みを作っ

ていた。農協共販は市場リスクに関して今

に残る主要な内部保険である。しかし，現

在は農業経営のリスク緩和を共済事業とい

う「外部保険」に求めるようになった。こ

れまではなんと言っても一番大きかった経

営リスクである自然災害による収量減収に

対して，加入者が組合員となり，相互扶助

型の損害補償方式で運営していく保険機構

である。国はこの共済事業に対して，農業

災害補償法の下で政策補助をして農業を

セーフティ・ネットしている。

　補足しておくが，一般的に，経営内部で

講ずるリスク・マネージメントは内部保

険，商業保険に加入する等を外部保険と言

う。内部留保は内部保険の主要な対策の一

つである。現在のわが国の農業経営では「農

地担保」がその主たる内部留保の役割を

担っているとも言えそうであるが，農地処

分は農業経営の廃業を意味するから，もは

や“持続的な経営を維持する上でのリス

ク・マネージメント”ではない。なお，上

記したムラ社会の内部に慣行として維持し

ているリスク・プールは「日本型ムラ社会

の内部保険」と言ってもよいであろう。

　（注1）　乾燥地帯であり，灌漑用水を購入しなけれ
ばならない西海岸や南部地域では，灌漑用水の購
入契約量の決定において水利費負担と旱魃被害
の可能性との関係でのリスク・マネージメント
も重視している。

　

　（2）　農業経営の発展とリスク・

　　　　マネージメント

　　　　――なぜ「収入保険」か――

　最近，注目されている収入保険は積極的

な意義と消極的な意義の二面を有する。ま

ず，前者から。現代の農業経営においては，

作付作物・作型の選択，作業適期の決定の

ためにさまざまな技術情報，天気予報，市

場情報等の情報活用が重要になっている。

「保険」とは積極的に安全を担保するサービ

ス商品のことであるが，リスク・マネージ

メントの観点からは，情報を積極的に活用

するか，共済保険に加入するかはトレー

ド・オフの関係にあると言ってもよいであ

ろう。つまり，質の高い情報を積極的に得

ることは，収益を高めると同時に収益安定

性も高めるわけで，それだけ外部保険への

費用負担を節約する。

　さて，慣行的な農業経営から踏み出し，

規模拡大，新技術の導入，新部門の創業等

で積極的に攻める経営展開（経営革新）を志

向するなら，当然，“ハイ・リスク”を覚悟
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しなければならない。通常，ハイ・リター

ンを得るにはハイ・リスクに耐えなければ

ならない。「ハイ・リターン，かつ可及的に

ロー・リスク」を実現する策を講じるのが

経営者能力である。

　攻める経営を志向するにしても，単に旺

盛なチャレンジ精神だけの経営者行動は破

綻か結果オーライのいずれかで，きわめて

ハイ・リスクである。それでは経営者とし

ての経営責任が欠落している。経営責任を

自覚した時にリスク・マネージメントがあ

る。情報収集や保険を掛ける等の熟慮ある

経営計画に裏付けられた「経営責任」の下

で経営行動が発せられるべきである。つま

り，革新的経営行動を発する時のリスク緩

和策として保険需要が生まれる。また，新

たな経営展開への行動を起こそうとする時

には，未知数部分の多い見込み的な事業収

入をトータルに補償する「収入保険」を必

要とする。

　ところで，今日，俎上に上がっていて，

農林水産省でも鋭意検討が進められている

農業経営の収入保険（あるいは所得保険）で

あるが，どうもその議論が趨勢的な農産物

価格の低下懸念と混同しているようであ

る。しかし，「趨勢」は，不完全ながらも事

前に予測できるものであり，これは厳密に

は不可抗力なリスク要素とは見なせない。

また，価格変動が大きいにしても，需要の

価格弾力性が１に近似し，収量と価格が逆

相関していれば収入はおおむね一定になる

ので，この場合にも収入保険は該当しない。

　「収入保険」は，予測し難い未知の変動要

素，制御し難い変動要素（独立な複数な要

素）が合成して収入変動をもたらす状況へ

の対処策として用意されるものである。そ

のような場合とは，上記したように，本来，

経営が新たな発展へ踏み出す時，そしてそ

れが軌道に乗るまでの手当てとしてであ

る。この間には気象的要因，技術的要因，

市場的要因等が複雑に錯綜して経営目的で

ある収入の予測し難い変動ををもたらす可

能性が高い。

　経営者能力の高い経営者がそれを生かす

経営新展開は，当人にはハイ・リターンの

機会である。だが，社会的にも生産コスト

の低減，生産拡大，品質向上，加工・販売

の付加サービス増大となって消費者利得を

湧出する。逆に，ハイ・リスク負担に耐え

られない理由で新経営展開へ踏み出せない

でいる経営者がいるとしたら，それは社会

経済的な資源のミス・アロケーションに結

果している。収入保険はこれを回避する社

会的効果がある。収入保険は農業の経営革

新を促す社会的な装置である。これまでの

減収に関しての災害補償保険とは区別され

るべき積極的な意義を有するものであるこ

とを理解しておきたい。また，その観点で，

農業経営所得安定対策の対象を，“育成しよ

うとする農業経営”に絞り込もうとするの

は正当化される。

　「消極的」という表現が誤解を受けないか

との懸念もあるが，経営革新への呼び水と

しての役割を想定しない場合でもその意義

は認められる。まず第一に，営々として築

いてきた産地の名声を一夜にして崩壊させ
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る唐突な開発輸入の急増，食の安全性に対

する社会的な高まりの中での加工・貯蔵・

輸送中の衛生面での事故，風評被害等が頻

発するご時世である。これらのリスクには

賠償責任の所在が不明瞭で，どういう形で

被害が波及するかも分からない。被害者が

泣き寝入りとなるケースは多い。こうした

リスクに対処して収入保険は有効である。

　第二に，収入保険による農業経営側の安

定的継続生産の保障は，国民に対して食料

を安定供給することであり，結局それは消

費者の厚生を高めることになる。食料自給

率が40％を下回ってしまった今日，農業経

営を安定確保するのは国民にとって「生命

保険」としての意義がある。

　第三に， ルールの中で世界的に解

釈されていることとして，保険がグリー

ン・ボックスであるということである。

では保護の削減対象外となる「緑の

政策」として９種類の施策が具体列挙され

ているが，保険政策はその中の一つであ

る。そのために，アメリカにしろ，カナダ

にしろ，収入保険政策は農業経営に対する

合法的な所得移転の中心的補助金政策とし

て位置づけられている。

　（3）　農業保険の対象と方法

　家畜共済を除いて，これまで農業共済が

対象としてきた災害補償は自然災害に基づ

くもので，収穫量の減収全般，そして果樹

の樹体，施設園芸の施設等の生産資本への

被害であった。しかし，果樹と小麦に限っ

ては品質に由来する生産金額の減収益を補

償することとなった。果樹は外形規格，糖

度・酸度や栄養素成分量等の内容品質が販

売単価に大きく影響する。災害補償制度の

枠組みの中で品質に対する災害が補償の対

象になったのは評価されるべきである。

　もう一つは市場リスクである。残念なが

ら，市場リスクに網をかける保険制度はな

い。収入保険制度の施行まで待たなければ

ならない。ただし，需給変動がもたらす価

格変動は，最近は輸入農産物の影響がある

ものの，需要側の変動要因は比較的小さ

い。問題は供給側にある。したがって，市

場リスクはもっぱら，供給側の対応（生産・

出荷調整の失敗）がもたらす。生産調整や出

荷調整とセットで経営安定対策が実施され

ているのはそのためである。しかし，収入

保険が用意された時には，生産・販売活動

を拘束する出荷調整は，リスクを背負って

生産・出荷活動するから保険加入するとい

う趣旨に照らして，セット化する考え方は

なじみにくい。

　なお，共済事業ではないが，平成13年か

ら，温州みかんとリンゴにも「果樹経営安

定対策」を導入した。やはり需給調整対策

とセットで価格低落時に価格補てんする。

収量・品質変動リスクには共済金，価格リ

スクには補てん金が用意されることとな

り，収入安定度が高まった。

　こうして，わが国の農業経営における

セーフティ・ネットは，自然災害による収

量補償は農業災害補償制度で対応してき

た。他方，市場リスクには現在は経営安定

対策で対処している。２つの手法で別々に
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対処している。したがって，単位面積当た

りの収入そのものを直接的に保証するリス

ク緩和策にはなっていない。品質被害を積

極的に補償する政策も欠落している。そこ

で新たに第三のセーフティ・ネット政策と

して，現在，収入保険政策の導入が検討さ

れている最中である。この場合，現在の経

営安定政策や共済事業と収入保険とがどの

ように棲み分けされるのかは検討課題であ

る。

　（4）　事業資金の醸成方式

　事業資金の醸成方式，運営方式でみる

と，共済制度は地域的・社会的にリスク・

シェアする方法である。日本では1938年（昭

和13年）に農業保険法が施行されたが，当時

の農業保険は地主制を維持するのが目的で

あった。戦後，1947年（昭和22年）に自作農

育成政策と整合させて農業災害補償法が施

行され，今日の農業共済事業がスタートし

た。

　農業共済事業は市町村共済組合で組合員

の互助制度（組合員農家が共済掛け金を拠出

して共同準備財産を造成し，被災した組合員

に共済金を支出する自主的な相互救済の制

度）として運営され，県連，さらに全国連が

再保険する「重層的保険責任」（共済制度，

保険制度，再保険制度が組み込まれた運営機

構）の組織構造になっている。しかし，この

互助的な共済制度にひずみが生じかかって

いる。農村が多数の土地持ち非農家やその

予備軍農家と一握りの専業農家とに分化し

てきている。稲作等の強制加入は時代にそ

ぐわなくなってきている。農林水産省の農

業経営所得安定対策構想は保険方式を目指

しているが，個々の農業経営者が自らの責

任でリスク管理しなければならなくなりつ

つある。それは基金の自己積み立て方式に

よるリスク管理なのであるが……。

　

　（1）　生産リスクと課題

　共済事業を運営する側に立つと，果樹部

門の保険事業は稲作等にない困難性があ

る。第一に，収穫量や品質に災害が発生し

た場合の「収穫共済」のみならず，生産資

本である樹体に災害が発生した場合の「樹

体共済」を必要とした。

　次に，例えば稲作なら，鹿児島で干ばつ

被害が発生して多額の共済金を支払わなけ

ればならない時，その原資を東北・北海道

がカバーしてくれる関係にある。しかし，

果樹の場合は，みかんは静岡以南の西日本

で生産しているため，西日本が干ばつに遭

遇した時，それは全国のみかんが被害を受

けたに等しい。北日本が産地のリンゴにつ

いても同じである。果樹共済は地域横断的

な互助関係を形成し難く，累年的に資金醸

成しないと事業を運営できない。

　第三に，果樹園が中山間の傾斜畑に立地

しているために，地続きであっても，南向

き園地か北向き園地かによって，水利の便

も生育や登熟も大きく異なり，被害の種

類，したがって収量被害，品質被害の程度

が異なる。細かく規準収量を設定しなけれ
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ばならない。

　第四に特に注目しておきたいのは収穫

量・品質変動の“人災的側面”である。果

樹産地の多くが中山間地域に立地してい

る。中山間地域は過疎化，高齢化が進行し

ており労働力が不足している。隔年結果す

る柑橘類は，表作年には徹底的に摘果しな

ければならず，梨や葡萄等に特有の袋かけ

作業は厖大な労働量を要すると共にそのタ

イミングも重要である。しかし，こうした

品質管理技術の低下，作業励行が労働力不

足で不徹底になり，減収・品質低下原因の

すべてが自然災害とは言えなくなる。この

問題は，保険におけるモラル・ハザードや

逆選択の問題と重なってくる
（注2）
。

　（注2）　保険事業では，「道徳的危機」（Moral Haz-
ard）と「逆選択」（Adverse Selection）がしば
しば問題になる。「道徳的危機」とは，本来，一定
でなければならない損害発生率や損害額が，保険
加入や保険金額の増大によって高くなる現象を
言う。例えば，医療保険に加入することによっ
て，日頃の健康管理を怠ったり，軽微な病気でも
わざわざ診察を受けようとする行為による。保険
金支払いに免責を設定しているのはこれを防止
するためである。

　　　「逆選択」は，同じ掛け金率で損害発生率の異な
る人々が加入していると，発生率の少ない人には
相対的に負担が大きくなるので，事業運営側には
加入し続けてもらいたいこのような良質な顧客
が次第に離脱する。やがて損害発生率の高い加入
者のみとなり，掛け金率を引き上げないと事業が
成り立たなくなる。交通事故保険が25歳未満と以
上の加入者で掛け金率に差をつけているのは，逆
選択問題の発生を抑制するためである。

　

　（2）　市場リスクと課題

　先述したように，収量変動と価格変動が

逆相関していれば収入変動は少ない。市場

で高い評価を得ていたかつての銘柄産地は

差別的に価格を形成でき，豊作－価格低落

の年でも相場を維持できた。しかし，価格

形成力のない非銘柄産地は「豊作貧乏」と

「不作貧乏」にしばしば遭遇する。特に過剰

と輸入圧にさらされている果樹作は，年次

間でも，季節的にも大きな価格変動にさら

されている（野菜もそうであるが）。経営観点

からは，収量・品質災害補償だけでは片手

落ち，価格補償だけでも片手落ちである。

結局，「面積当たり収益」を補償する保険で

ないと経営リスクは緩和されない。

　もちろん，価格低落防止のために，産地

間での生産量，出荷時期，出荷先市場の棲

み分け調整がなされてはいるが，気象条件

変動と脆弱化してきている労働力が計画・

調整に狂いを生じさせる。もっとも，販売

活動には，いわば“抜け駆け行動”への誘

引が常にある。こうして産地間の自律的な

市場対応能力が破綻した時には，市場リス

クはやはり“人災的災害要因”と言わざる

を得ない。過剰生産になればなるほど，そ

の可能性は高まる。市場リスクには出荷

量，出荷時期，したがって生産活動が起因

していること，そして広域組織的な市場対

応の脆弱性の露呈にも由来する。

　他面，市場競争経済を受け入れる時代状

況の中，産直型販売や，一昔前なら「アウ

トサイダー」と見なしていたニッチ市場へ

の需要掘り起こしの個別産地や個別生産者

の積極的な市場対応が重視されるように

なった。今日，市場リスクは産地なり，生

産者なりの自己責任の下で対処せざるを得

ない。ここにも共済事業を見直さなければ
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ならなくなった理由がある。

　

　（3）　愛媛県のみかん所得共済と災害

　　　　収入共済

　上記した果樹共済の特質のそれぞれは，

課題点でもある。結局，個々の特質が掛け

金率の引上げ要因になると共に，反面，事

業効果を引き出し難く，結果的に加入農家

率を低くとどめる。みかんの主産地である

愛媛県では，みかん作経営への共済事業の

事業効果を高める観点で，早くから収入保

険の必要性を認識し，既存の農業共済事業と

抱き合わせで収入保険事業を試行してきた。

　昭和40年代に任意事業・任意加入制で発

足した果樹共済であったが，災害補償目的

の共済加入だけでは農家収入を安定させる

機能を果たせてないとして，愛媛県のみか

ん生産者は収入共済の創設を国に要請し

た。しかし，当時は，収入共済は農業共済

制度になじまないというのが国の見解で

あった。そこで，愛媛県は国の共済事業の

補完事業として県費半額補助事業の「温州

みかん所得共済制度」を昭和48年に創設し

た（収入金額を査定するために，農協共販を加

入の大前提として）。詳細は，拙稿「果樹共済

事業 制度，特質，課題」（『農業共済の経済分

析』，農林統計協会刊，2001年）に譲るが，要

するに収量変動，品質変動，価格変動の合

成としての10 当たりの基準生産金額を定

めて，面積当たりの収入の減少に対処する

ものであった。

　愛媛県のこの温州みかん所得共済の実績

が，やがて国の「果樹災害収入共済」を設

立せしめた。災害収入共済は，唯一，果樹

に適用されたが，昨年から小麦にも取り入

れられた。ただし，この災害収入共済は減

収災害と品質低下による収入減を補償する

ものである。いずれも生産要因であり，市

場価格の低下要因がもたらす収入減少に対

する補償までには至ってない。国の考え方

は，農業共済事業の中に価格リスクまで取

り込んだ収入共済はなじまないという立場

を崩していない。ただし，現在は収入共済

を念頭において共済制度のありを検討中で

あり，おそらく収入共済（収入・所得保険）

が早晩導入されるものと思われる。

　

　（1）　カナダ

　カナダでは1958年に農業保険法（

  ）が制定され，収

入保険が導入された。歴史的には，当初は，

市場価格変動に対しては価格支持政策，収

量変動に対しては日本の農業共済事業と同

種の作物保険でスタートしている。しか

し，現在は農業経営に対する（作物別ではな

く）収入保険制度で農家収入を補償する政

策に変わってきている。すなわち，1991年

に新たに農家所得保護法が制定され，同法

に基づいて収入保険政策を実施している。

　ａ．NISA（Net Income Stabilization 

　　　　Account：純所得安定口座）

　最初の強力な収入保険制度としてまず登

場したのが （総収入保険計画）であっ
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た。 は，面積当たりの基準収入からの

減収入を補償する政策である。国と州と生

産者がおおむね３分の１ずつ費用負担した

が，国と州政府の負担分が大きかったた

め，財政的に持ちこたえられなくなった。

そこで，法律的に廃止したわけではない

が， から への移行を誘導し，実

質的に1995年に の役割は終了した。

　現在の基幹的な収入保険政策である

は， と同じく1991年にスタート

した。畜産物は除外し，穀作物，野菜，果

樹，飼料作物の20品目を対象としている
（注3）

。

は「農家収入」を安定化させる任意加

入の収入保険政策である。加入農家は手近

な銀行に 専用口座を開く。 と違

うのは，収入が基準収入よりも上回った時

に，口座に自ら基金を積み立てることであ

る。すると，その同額を国と州が上乗せし

て積み立ててくれる。

　もう少し詳しく説明すると，農家は基準

収入（年間純販売額）を上回った年に，収入

の３％をファンド１の 口座に積み立

てる。そうすると国が２％，州政府が１％

を自動的にファンド２に積み増す。こうし

て収入補てんの基金を造成する。したがっ

て，農家にとっては自らの積立金の２倍の

基金積み立てができる。収入が大きい時の

基金積み立てであるから，加入農家の負担

感は小さい。当然，基金に利子がつくが，

そのほかに国と州政府がボーナス利子とし

て３％の利子率を上乗せする。ファンド２

は所得税を差し引かれるが，ファンド１は

徴収されない。こうして，加入農家に巧妙

に基金積み立てのインセンティブを与えて

いる。なお，積み立て算定基礎の「収入」

（年間純販売額）とは，販売金額から直接的

な生産費を差し引いた収入で，査定を複雑

にする減価償却費は控除していない。

　加入者農家は，年間収入が過去５年間平

均収入を下回ったときに同口座から引き出

すことができる（経営安定化引き出し：

 ）。また，年間収入が下限

収入を下回った時には直ちに引き出すこと

ができる（最低所得補償引き出し：

  ）。さらに，農業経営

を引退した時に残高があったら，年金とし

て随意に活用できる。

　現在，カナダでは約８割の農家が

に参加している。通常の保険には，モラル・

ハザードや逆選択の問題が生じることがあ

るが，基本的に自己資金の操作に政策補助

金が付随する仕組みになっており，加入農

家の自己責任で基金管理するから，そのよ

うな問題が生じないのが の特徴的利

点である。したがって，基金に対する政府

財政支出も節約されている。

　（注3）　畜産物を除外したのは，畜産物は厳密に供
給管理して価格や収入，需給を安定させる方法が
確立されているためである。例えば，「ミルク・
クォータ制度」はカナダが最初に導入した生乳の
供給管理制度である。クォータ（生産枠）とは
「生産する権利」のことで，酪農家はこれを売買で
きるが，地域的にみた生産量総枠は固定されている。

　

　ｂ．CP（Crop Insurance：作物保険）と

　　　　CFIP（Canadian Farm Income 

　　　　Program：カナダ農民所得計画）

　作物保険は1959年に開始している，伝統
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的な収量共済である。加入農家が５割，連

邦政府と州政府が25％ずつを負担してい

る。加入農家率は低下しているものの，農

家負担額が低いことからリスク管理の一手

段として根強く存続している。

　近年，施行されたのが である。時限

立法で1998年から２年間施行した

（    

）を引き継いだ直接収入補てん施策

で， が救済しえない大幅な収入の減

少時に所得補てんする政策である。激変緩

和措置を狙いとし，当年の農業収入を前年

のそれと比較するのが特徴で，対前年比収

入が大きく落ち込んでいたら直接補てん支

払いする。政府は ルールに整合して

いると謳っており，長期的な 補完政

策としての役割を果たすであろう。

　

　ｃ．州の「付帯プログラム」（Companion 

　　　　Program）

　カナダの政策で特徴的なのは，各州が補

完的に実施する「付帯プログラム」がある

ことである。財政支出金額的には大きくな

いが，州政府が自州の農業事情を考えて

等がカバーできていない農家リスク

に対処する。 の補完政策として位置

づけられており，国が財源支援している。

したがって，州によって実施手法は異なっ

ている。例えばアルバータ州には，アルバー

タ州農家収入安定化計画（ ）がある。

は20品目しか対象にしていないが，

はアルバータ州で生産するすべての

農作物を政策対象にした収入保険である。

　ｄ．NISAの成果

　カナダの農家に対する現在のリスク管理

政策は，グローバルな世界市場での競争力

を視野において市場介入からは手を引き，

その代わり農業経営のセ－フティ・ネット

を厚くしようとする戦略にある。収量変動

もさることながら，価格変動に対処するに

は農業経営体をまるごと包み込んで，その

収入を安定化しなければならないという考

え方に立脚している。例えば，小麦の国際

市場は非常に不安定であるが， がカ

ナダの輸出小麦の国際競争力を応援してい

るという評価である。 は に抵触

することもなく，カナダの輸出産品農業に

根幹的な政策である。

　しかし，農業経営の安定化施策を有効に

実施するために， には，①農家が積極

的にプログラムに参加するように，②モラ

ル・ハザードや逆選択が生じないように，

そして③財政負担をできるだけ軽減するよ

うに巧妙に組み立てられた政策である。さ

らに，④州政府に，地域に応じた独自の

補完政策を実施させて，政策効果を

一層高めさせている点も見事である。な

お， は直接所得支払いの一形態であ

るが， （助成合計総量）で測られる保護

水準に影響することなく，競争力を維持す

るための低農産物価格と引き換えに，農家

に補助金を流す太いパイプになっているこ

とを看過してはならない。そこにも巧妙さ

がある。

　カナダの農家は簿記記帳しており，納税

申告（いわゆる，青色申告）を適切に処理し
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ていることから，収入を正確に把握できて

いるのも， が加入者に大きな負担な

く，円滑に処理されている理由である。日

本では大きなネックであろう。

　（2）　アメリカ

　　　　――2002年農業法とセーフティ・

　　　　　　　ネット――

　アメリカの2002年から2007年までの６年

間の農業政策を定めた2002年農業法が成立

した。新農業法は政府の財政事情が豊かに

なったことから，ケアンズ・グルーブまでが

批判する程に保護色の強い農業政策である。

　1996年農業法では所得補償を廃止する代

わりに生産調整を撤廃して生産を自由に

し，そして直接固定支払いを採用したのが

特徴であったが，2002年農業法でも，今後

６年間についてこの直接固定支払い制度と

価格支持融資制度を継続する。そして新た

に価格変動対応型支払いで不足払いを復活

した（厳密には以前の手法とは異なる）。農家

はこの３つの政策によって，極めて手厚い

保護水準で単位面積当たり収入を安定化さ

せる。いずれも単位面積をベースにしてい

るので収入安定化策であり，1996年法より

もさらにセーフティ・ネットは高まった。

　「直接固定支払い」（ ）は，１戸当たり

年間４万ドルを上限にして，今後6年間につ

いて過去に作付けした作物の政府が定める

基準反収と単価の積が支払い単価になる。

この支払い単価は1996年よりも上昇している。

　「価格支持融資」では，政府の商品金融公

社（ ）から対象作物を担保にして，融資

単価と生産量の積相当額の融資を受けられ

る。市場単価が融資単価を下回って低下し

た場合には担保穀物を手放すことができ

る。この場合，１戸当たり7.5万ドルを上限

にして，融資額をそのまま受け取れる。融

資単価は最低保障価格の役目を果たすが，

この融資単価もまた以前より引き上げられ

ている。

　新しい直接支払いの手法である「価格変

動対応型支払い」（ ）は，対象作物別に

目標価格が定められており，融資単価と市

場価格のどちらか高い方に上述の直接固定

支払い単価を上乗せした時に，それが目標

価格を下回っている範囲において，１戸当

たり6.5万ドルを上限にして，その差額が不

足払い額として支払われる。

　こうして，2002年農業法では市場での受

取収入のほかに３つの面積当たり支払いが

加算されるのである。目標価格が最低受取

単価になるように仕組まれている。

後，世界的に直接支払いが中心的な農家へ

の補助金支払い手法になってきているが，

アメリカもこの手法に集中してきている。

その結果，農家は市場価格には関係なく，

以前にも増して高い支持水準で安定した収

入を受け取ることができるのである。３つ

の直接支払いは，重要な保険政策にもなっ

ているのである。

　また，農家が市場価格の低下に気になら

ない仕組みにした上で，市場価格を国際市

場に連動して低い水準に維持でき，輸出競

争力は維持される。しかも，輸出奨励計画

（ ）は継続する。
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　こうして，少なくとも今後６年間は，３

種類の厚い水準の直接所得支払いでアメリ

カの穀作農家は手厚く守られるのである。

日本の農産物市場には次第に国際市場がア

クセスしてきており，その結果，国内価格

が趨勢低下しているのとは様相が異なる。

　

　

　

　（1）　市場は「需給実勢を反映した透明な

　　　　価格」を実現しているか

　　　　――収入保険へ――

　新農業基本法，農政改革大綱シリーズの

各作物別の経営安定化政策で，「需給実勢を

反映した透明な価格を」と強調されていた

が，米価などは市場実勢以上に下げムード

が市場を支配しているのではなかろうか。

突発的に発生した開発輸入の急増，さまざ

まな食の安全性を巡る諸問題や食品表示問

題が発生し，農産物や食品の市場はむしろ

不透明感を高めているのではなかろうか。

市場経済のモラルが問われているのは確か

であろう。他方，昔は卸売市場を眺めてお

れば市場相場は検討がついたが，常に輸入

圧が市場に覆いかぶさっている，品種・品

質の多様化，取引の多チャンネル化が進展

した等で，市場の流れが見えにくくなって

きている。情報化時代と言うのに市場の動

きを見通すのはむしろ困難になっているの

が実情である。

　混沌とした複雑系経済下の市場経済とは

こういうものかもしれない。いずれにして

も，市場の不透明感の増幅は市場リスクの

高まりであり，それへの十分な備えなくし

て，販売活動をなし得なくなってきてい

る。そういう状況の中で収入保険はますま

す重要になってきている。市場にゆだねる

ことの代償として，価格低落時の収入補て

んが必要不可欠である。

　（2）　残された検討課題

　農業災害補償制度は時代と共に制度改正

がなされてきたものの，収入を補償する制

度を取り込む必要があり，抜本的な法改正

が必要である。

　第一に，マーケティング活動の適否が価

格変動に及び，そして販売金額に及ぶ。し

たがって，マーケティング活動が個別であ

れ，組織であれ，そのリスクを背負うこと

の責任を負う者がリスク選好の程度に応じ

て収入保険に加入するのが筋である。モラ

ル・ハザードや逆選択問題の発生を回避す

るためにも。

　兼業農家や高齢者経営農家が多数になっ

て，農地管理や農作業を近隣専業農家に頼

らなければならなくなってきてはいるもの

の，相互扶助共済意識は薄らいできてい

る。反面，これらの農家は，経営意欲の低

下と共に共済掛け金への負担感を高めてい

るが，技術や作業処理能力が低下してお

り，災害抑止に十分対応できない農家群で

ある。他方，少数派ながらも意欲的な専業

農家群は，生産面，販売活動面で，リスク

を背負いながらも経営発展へのさまざまな

挑戦的展開に踏み出している。
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　こうして，農家・農業経営体の多様化

は，経営リスクの発生の仕方もリスクの背

負い方も農家間で異質なものにしてきてい

る。リスク形態が異なるのに，これをすべ

て「プール保険型」の現在の共済制度には

無理が生じてきていると言わざるを得な

い。リスクの帰属は自己であることを明確

に意識することがリスク・マネージメント

であると述べたが，この多様な属性の経営

リスクに対して“自己責任”の考え方を明

確にし，そしてこれと首尾一貫したセーフ

ティ・ネット政策を構築しなければならな

い。そうであるためには「基金の自己積み

立て型」でないと整合しない。

　もはや互助共済の保険方式ではなく，自

己責任において保険に加入する基金積み立

て型の方が合理性を有する。収入が極度に

減少した時に，十分な基金を引き出せない

ことがありうるとの懸念はあるが，時間と

ともにその懸念が払拭されることを

が教えてくれている。むしろ，国が構想し

ている保険方式では加入農家別の減収損害

額の認定のためには，収量，品質，価格の

データを正確に把握しなければならなくな

る。その事務処理量の膨大さに大きな実務

課題がある。運用方式が保険方式から基金

方式になるとすれば，まさに大きな発想の

転換であり，従来の農業災害補償法の精神

とは異質なものになる。

　収入保険は加入者の掛け金率が高くなら

ざるを得ない。それは災害補償共済よりも

一層厚いセーフティ・ネットをかぶせるか

らにほかならない。ただし， ルールに

抵触しない政策であり，価格・市場政策の

撤退に代わる政策として位置づけるなら，

思い切った財政支援は支持される。もちろ

ん，そのコスト・パフォーマンスの政策評

価が求められる。消費者からの理解が得ら

れる政策でなければならない。そのために

は，どういう経営を政策対象とし，それら

をどのように育成し，地域でどのような役

割を分担してもらうのかも含めて詰めが必

要である。収入保険政策は農業経営育成政

策や地域農業振興政策とも深くかかわって

いる。

　カナダの に示唆を得るところ多か

ろう。財政資金の効率的運用観点（ ／ 評

価観点）で から に切り替えたカ

ナダの保険政策は示唆に富む。 は基

金積み立て型で，高収益時の積み立てであ

るから，加入農家の負担感は小さい。その

上にいくつもの経済的インセンティブが仕

組まれている。参考にしたい。

　 の緑の政策に属する地域政策であ

る中山間地域直接支払い政策は中山間地域

を対象として生産条件不利性や環境保全に

由来するコストの一定割合を社会的に負担

しようとするものである。他方，農業中核

地帯の平地農村には高い生産性での食料の

安定供給を期待されている。しかも，市場

競争原理の洗礼を受けつつである。経営革

新を追求する経営者行動が期待されるな

ら，そのような経営者が背負うハイ・リス

クのコストを緩和する措置として収入保険

は平地農業地域の中核政策に位置づけられ

なければならない。
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　現在，主要作物に経営安定対策が用意さ

れた。これらの作目については，農業災害

補償制度や，現在，構想されている収入保

険政策との棲み分けが必要である。重り合

いは避けなければならない。その場合，長

期趨勢的価格変動への所得補てん，短期収

入変動への収入保険，甚大で突発的な収益

低下に対する収入補てんの３つの政策が用

意されるべきであろう。作目にもよるが，

収入保険は旧来の自然災害補償共済制度の

機能のかなりの部分を包摂したものになろ

う。自然災害共済制度を存続させるなら，

この両者の機能分担も図られなければなら

ない。作目部門別収入保険対応と経営単位

の総収入保険対応との関係も自給率動向に

関連して検討の余地がある。

（ながきまさかず）


